
どうする「持続可能な米生産」
作られた米不足と価格高騰、瀬戸際の米づくり
小泉「備蓄米」のたたき売りで、公的備蓄制度は崩壊、米生
産・流通は大混乱に

食料危機と戦争できる国づくりで、国民の命とくらしは危険水域に
自給率向上を放棄、日本の水田稲作、農山村と環境を崩壊させ、「令
和の米騒動」を招いた自民党政治を終わらせ、減産から増産への政
策転換めざして、食と農を守る消費者・国民の運動を地域から

農民連ふるさとネットワーク
湯川喜朗 2025年１０月２６日

金融・労働研究ネットワーク 米問題報告
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供給量（各年10月末在庫＋生産量）需要量（7月～6月）と相対価格
減産のつけ、大幅な需要減少がなければ、深刻な米不足は継続する
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10末古米在庫＋生産量 需要量

24年にはは供
給量と需要量の
差がなくなり、
深刻な米不足を
招きました。

24～25年の需
要量は、前年よ
り31万㌧も減少
するとの見通し。

卸業者も販売
抑制をかけなけ
ればならない米
不足が続く。

需要の大幅減
少がなければ、
備蓄米供給も焼
け石に水

11000

13000

15000

17000

19000

21000

23000

25000

27000
60㎏・円

24年産米生産量は前年
比18万㌧増の679万㌧と
されているが、古米在庫
は23万㌧減で総供給量は
702万ｔに減少。
需要量が前年並みなら、

さらなる米不足に！

733 726 723 700 670 661 679

万㌧

730
15,595 15,688 15,716

14,682
12702

13844 15865

27,102円
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6月末在庫 主食収穫量
■需要実績

供給量（各年10月末在庫＋生産量）需要量（7月～6月）と相対価格
減産のつけ、大幅な需要減少がなければ、深刻な米不足は継続する(単位：万トン)
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増産は名ばかり、面積は増えていない
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2310 2311 2312 2401 2402 2403 2404 2405 2406 2407 2408 2409 2410 2411 2412 2501 2502 2503 2504 2505 2506 2507 2508 2509

小泉大臣
「備蓄米ダンピ
ングで量販・EC
事業者等へ販売
市場を混乱に」

新潟コシヒカリ

千葉ふさこがね
相対価格（全銘柄平均）

23年産 24年産

集荷競争・価格高騰煽った「備蓄米販売しない」備蓄米ダンピングで市場は混乱
23・24・25年産スポット・相対取引価格の推移（23年10月～25年９月）

60㎏/円

坂本大臣
「米不足はない、
ひっ迫していない」
「9月には米不足は
解消する」

量販店から特売が消え、販売抑制
のための値上げ、年末には、卸か
ら米穀店への玄米販売も抑制。作
られた米不足と異次元の価格高騰
は続くが・・・・・・

江藤大臣
「生産はある、
滞っているだけ」
「流通を促すため
に備蓄米販売」

25
年
産
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2024～25年 米の小売価格推移
（東京都特別区・単一原料コシヒカリ・税込）

総務省「小売物価統計調査｝
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3月1日入札
(23年度分)

9月6日入札 10月18日入
札

11月22日入
札

12月20日入
札

６月27日入
札

７月16日入
札

10月3日入
札

23・24・25年度 SBS輸入米落札結果
売渡価格（税別/円） マークアップ（円）

5㎏・円

1㌧・円

12000円

26000円
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５㎏４，５００円は、お茶碗一杯６０円

需要増の基本は家庭食の増加、米価高騰でも前年比6万㌧増。基礎的消費は揺るいでいない。

カップ麺は１個２００円、パスタ１食分約６５円

2025/10/26 8

7



18,505 

17,404 

16,615 16,615 16,372 16,266 16,266 16,266 16,266 16,266 16,266 16,092 
15,741 15,550 

15,162 
14,771 

14,275 
13,748 

14,537 
14,815 

15,138 

14,265 

13,494 13,464 

20,814 

21,907 21,990 

22,760 

21,367 

20,204 
19,806 

17,625 

18,508 

16,904 

16,084 16,274 16,157 

21,078 

15,711 
15,128 

14,826 
14,185 

15,159 
14,693 

15,416 

14,470 

12,711 

15,215 

16,501 

14,341 

11,967 

13,175 

14,307 

15,595 15,685 15,720 

14,616 

12,804 

13,844 

15,865 

27,102 

19,735 
20,103 20,367 

20,063 
19,706 

20,189 

19,488 

21,818 

18,419 

19,723 

18,989 
19,363 

19,991 

18,932 

17,898 17,766 
17,339 

18,640 

17,205 
16,750 16,824 

16,412 16,497 16,733 16,594 
16,001 15,957 

15,229 15,416 15,390 

14,584 
15,147 15,352 15,155 15,046 

14,758 
15,273 

15,948 

11,000

13,000

15,000

17,000

19,000

21,000

23,000

25,000

27,000
19

86
19

87
19

88
19

89
19

90
19

91
19

92
19

93
19

94
19

95
19

96
19

97
19

98
19

99
20

00
20

01
20

02
20

03
20

04
20

05
20

06
20

07
20

08
20

09
20

10
20

11
20

12
20

13
20

14
20

15
20

16
20

17
20

18
20

19
20

20
20

21
20

22
20

23
20

24

2010年米戸
別所得補償10
ａ15000円開
始
（米価は下落
したが、生産
者には10ａあ
たり31000円
補填された）

20132010年米戸
別所得補償10ａ
15000買入開
始

2020年コロナで
外食などで需要
減、安倍首相が
学校一斉休校を
要請し、在庫が
積み上がり、米
価大暴落。

過去にない米不足と価格高騰 93年・03年は不足を招いた政府だが、供給
責任も果たした結果、米不足・高騰も単年度で収束した。

外米緊急輸入（250万㌧）で市場に供給。
国産スポット価格は６万円～８万円にも 政府米を市場に販売（100万㌧）

買い過ぎた卸業界が大きな差損を被ることに 過去にない
米不足と
価格高騰

60㎏/円

自主流通米価格

生産費（60㎏）

政府買入価格

相対取引価格
１９９３年「平成の米パニック」

作況７５ 政府米在庫１０万トン
２００３年 作況９０

２０１１年 東日本大震災

東京電力福島原発「過酷事故」

2013年安倍内閣が戸別
所得補償廃止。下落対
策も拒否し、14年産米
は大暴落。ナラシ未加
入者には、1/2に減額さ
れた7500円のみ。

20132010年米戸別所得
補償10ａ15000買入開
始

1997年自主流通米奨励金廃止

2025/10/26 9
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1986年
(S61)
UR開始

2003年
(H15)
作況90
価格高騰、
も、政府
米100万
を市場に
売浴びせ

1993(H5)
作況74
米不足によ
る緊急輸入
米価格高騰
「平成の米
パニック」

1995年
（H7)
食管法
廃止

2004年
(H16)
食糧法
改正

2011年
(H23)
東日本
大震災
東電福
島原発
事故

2014年
(H26)
米価大
暴落

2021年
(R3)
米価大
暴落

1967年
(S42)
作況112

1969年
(S44)
政府米在
庫減しを
目的にし
た米生産
調整対策
「減反」
（5千
ha）はじ
まる。
1970年は
33万7千
ha

2010年米戸別所得補償10ａ15000円開始（安倍内閣が廃止、14～18年7500円に減額）

政府米の役割を「備蓄」に限定したことから、過剰も市場で処
理することに、わずかな過剰と不足により価格は乱高下。戸別
所得補償‘廃止で、価格下落の衝撃を緩和できず。

H23(2011）
棚上げ備蓄H16(2004）

食糧法改正
H７(１９９
５）食管法廃
止・食糧法施
行
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備蓄米の入札・随意契約の売渡状況について

第1回 第2回 第3回
5/26
随契

5/30
随契

6/11
随契

7業者 4業者 6業者 大手小売業
中小小売業

米穀店

大手小売業業
中小小売
米穀店

中外食・給食

24年産(6) 10万t 4万t 17万t ２万t
23年産(5) 4万t 3万t 10万t 20万t 3万t
22年産(4) 19.4万ｔ 19.4万t 0
21年産(3) 1.7万t 4.6万t 3.3万ｔ 21万t 11.4万t
20年産(2) 0 19万t 19万t

小計 14万t 7万t 10万t 21万t 4.6万t 3.3万ｔ 60万t

¥22,914 ¥22,380 ¥21,926

22年産
11890円
21年産

10886円

21年産
10886円

21年産
10886円
20年産
9,871円

97万t 35.4万t

※第1回～第3回の落札価格は加重平均、随意契約数量は提示数量見込
※24年産には子ども食堂などへの無償交付分を含む
※24年8月～11月に20年産1万tを加工用向けに販売
※23年産落札分のうち7000ｔはキャンセルされた
※随契での計画は5/26、5/30分で30万㌧、6/11分で20万㌧
※店頭で販売された随意契約分の精米は約1900トン（７/7農水省公表)

予定数量・
落札数量

落札・契約価格（60
㎏・税込）

6/20現在農水省公表

販売開始
前在庫

（推計）

随意契約終了
時在庫（推

計）入札参加者

小泉随契米江藤入札米

2025/10/26 12
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「米取引の事前契約をめぐる
状況について（令和４年８月
農林水産省）」より

播種前契約・複数年
契約は、政府をして
推奨（押付け）てき
た。
「需要に応じた生
産」に合うもので、
不足することが連続
することは許されな
い！！
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全農・全農県本部
・経済連・全集連

農協等・
集荷業者

悪徳業者？が「スタック」
させた「消えた２１万㌧」
誰も触れない〇〇

相対価格
スポット価格
卸⇔卸 卸⇒小売

概算金
仮渡金

直売所・SE販売等

農協直売等

2025/10/26 16
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小泉備蓄米放出は、何をしたのか

・官製の米価格破壊
市場に介入しないはずが、5㎏2000円を指定

・米流通の破壊(米屋・全農・中小米卸)と
大手流通資本の参入へ
運賃まで税金で負担し、出血大サービス

・政府備蓄米制度の解体と破壊 空っぽ

経団連との会合前の記者会見

今日、経団連の皆さんとも意見交換・懇談会を開催させていただきます(略)株式会社悪玉論みたいな形で、
絶対だめだと。今までとは違うプレーヤーにも入ってもらう、そういった方向の選択が迫られる時期が私はこ
れから将来必ず来ると思っています。(略)今までのプレーヤーだけで今後の将来を考えるのは、私はそれこ
そ非現実的だ(略)集中構造転換期間にいかにスピードを上げて、農地の集約、大区画化、こういったことを
進めていく。産業団地みたいな形で、農業団地のようなものを作っていく2025/10/26 17
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激動の
世界を
見据え
たある
べき財
政運営

財政制
度等審
議会

2025年
５月２
７日

①
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激動の
世界を
見据え
たある
べき財
政運営

財政制
度等審
議会

2025
年５月
２７日

②
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激動の
世界を
見据え
たある
べき財
政運営

財政制
度等審
議会

2025
年５月
２７日

③
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外米需要創出にまい進する
小泉大臣

実施日 2025年6月30（月）

実施日 2025年５月27 豪州産のみ対象に奇数月に実施
今年度は約7,200トン

SBSは例年9月に25000トン枠で開始
今年は3万tで６月へ前倒し実施、すでに８万㌧が終了

2025/10/26 21
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西友
台湾米
むすびの郷

2590円（税別・店
頭価格）5㎏
2024年11月14日
販売開始

24年度
SBS９月落札価格は
１㎏314円

めざす外米の市場拡大へ 関税（1㎏341円）払ってもビジネス成立

商品名：アメリカ・カリフォルニア産 
カルローズ米「かろやか」 
発売日：２０２５年６月６日（金）より 
販売店舗：「イオン」「イオンスタイ
ル」など
価 格：本体２,６８０円※３（税込 ２,
８９４.４０円）
規 格：４kｇ 
取り扱い量：約１.４万ｔ 

イオン700円値下げ（７/31発表）
4㎏税別 1980円（税込2138円）
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ミニマムアクセス米の国別輸入実績

0

100

200

300

400

500

600

700

800

1995 1997 1999 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013 2015 2017 2019 2021 2023

単位・千㌧

タイ
中国

オーストラリア

トランプ関税交渉で
６０万まで輸入増めざす

農水省公表資料より

アメリカ
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米国の関税措置に関する日米協議：日米間の合意 ( 米国時7/22 )( 概要 ) 
令和7年7月2５日 内閣官房関税事務局

➢ ＭＡ米制度の枠内で、日本国内のコメの需給状況等も勘案しつつ、必要なコメの調達を確保。

Agriculture and Food:
Japan will immediately increase imports of U.S. rice by 75%, with a major expansion of import quotas;
Japan will purchase $8 billion in U.S. goods, including corn, soybeans, fertilizer, bioethanol, and 
sustainable aviation fuel.

アメリカ側の発表

農業と食料
・日本は、輸入割当を大幅に拡大しアメリカ産米の輸入を直ちに75%増やす
・日本は、トウモロコシ、大豆、肥料、バイオエタノール、持続可能な航空燃料を
含むアメリカ産品を80億ドル分購入する【農民連岡崎衆史国際部長訳】

(ホワイトハウスのファクトシート)

日
本
政
府

Specifically, the Government of Japan is working toward an expedited implementation of a 75 percent 
increase of United States rice procurements within the Minimum Access rice scheme and purchases of 
United States agricultural goods, including corn, soybeans, fertilizer, bioethanol (including for sustainable 
aviation fuel), as well as other United States products, in amounts totaling $8 billion per year.
具体的に、日本は、米国の製造業、航空宇宙、農業、食品、エネルギー、自動車、工業製品の生産者に、主要セ
クターにわたる市場アクセスにおける画期的な開拓を提供する。具体的には、日本政府は、ミニマムアクセス
枠内におけるアメリカ産米の調達を75%増やしトウモロコシ、大豆、肥料、バイオエタノール(持続可能な航
空燃料用を含む)、その他の米国製品の米国産農産物の購入を年間総額80億ドルに上るものとして、迅速
な実施に向けて取り組んでいる。

大統領令9月5日

日本政府が勝手に入れた説明文
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国内に需要がなく、国際約束でもないミニマム・アクセス米
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ミニマム・アクセス米仕向け先別数量の推移
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2025年3月農林水産省「MA米の販売状況」資料から作成

援助用

主食用

加工用
飼料用

在庫

万㌧

2009年以降輸入量と販売量がほぼ均衡
23米穀年度では77万㌧の9割以上に
あたる70万tが1㎏20円程度で飼料用に販売
22年度MA・アメリカ米は国産米の1.5倍
の価格に、ＭＡ米処理の赤字は、過去最高
の674億円

2008年「事故米事件」以
降、加工用は減少したが、
現在も年間20万㌧程度販売。
国産米に置換われば4万ha
に相当

「国内産米に影響ないとは
言えない」
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日本の生殺与奪（穀物輸出）を握るアメリカと同盟国・同志国
米を守り、自給率向上めざすことは、独立国としての死活問題

三菱総合研究所 日本の食料国内生産と輸入量の実態より
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ストップ戦争国家づくり

ミサイルで平和は守れない。
軍事費５年で４３兆円の財源づく
りは許さない
必要なのは、「軍拡」より「農拡」

主食用米７００万トンに、米１俵
あたり３０００円を補填する費用は
３５００億円。

全酪農家に生乳１㎏あたり１０円
補填する費用は７５０億円。

小中学校給食の無償化は５０００
億円。

軍事費GDP比２％で５兆円も増額
するなら、食料にまわすことこそ安
全保障。2025/10/26 28
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自衛隊米軍指揮下に、主権の一部切り離しを要求 

「同盟国とシームレスに統合する能力を備える（統合防空ミサイル防衛：

IAMD2028）」 
 

①岸田内閣が実行している、軍事費 2 倍化、敵基地攻撃能力保有、トマホーク（400 発）の購入、武器輸出の拡大などに対して 

バイデン大統領：「日米同盟始まって以来、最も重要なアップグレードだ」     エマニュエル駐日大使：「７０年来の政策の隅々に手を入れ、根底から覆

した」 

②日米での「指揮統制連携強化」とは 

防衛省「日米共同対処（オペレーションサイクル）」：「目標情報の共有、反撃を行う目標の分担、成果についての評価の共有等について、日米で協力を

行う」 

佐藤正久参議院議員：「反撃能力を日本が持とうとすると、目標情報ひとつとっても、アメリカから相当情報をもらわないと目標情報は取れない」 

元航空自衛隊第 7 航空団指令 林吉永氏：「自衛隊には海外のどの基地を反撃していいか、反撃した結果どういう戦果が出たのか把握する能力はな

い。そこは米軍に頼ることになる」 

 

③岸田首相：「『シームレスな統合」を可能にするため、日米それぞれの指揮統制の枠組みを向上することで一致した』 

米空軍「航空宇宙作戦レビュー（IAMD ビジョン 2028）」公式解説論文： 

「米国単独で IAMD を強化するのは実行不可能」「同盟国やパートナー国が絶対に不可欠であり、地域の同盟国とシームレスに統合する」 

「インド太平洋地域ではすべての同盟国を『統合全領域指揮統制（JADC2）』に組込む」「（JADC2）は陸海空、宇宙、サイバー、電磁波などすべての領

域の情報を一元的に統合し、人工知能（AI）などを活用し「攻撃すべき目標」と「最善の攻撃手段」を迅速に決定する指揮統制システムだ」 

「（同盟国）に主権の一部を切り離させる、政府を挙げてのアプローチが必要」 

 

④日本共産党志位議長：「これが米軍の言う『シームレスな統合』だ、米国防総省が進める指揮統制システムに自衛隊を統合し、日本の主権まで米国

に差し出す。こうした方向に進むことを岸田首相は日米首脳会談で同意してきた」 

朝日記事「自衛隊幹部」：「共同作戦の実行では米軍の圧倒的な監視・偵察能力、装備に頼らざるを得ず、独立した指揮系統では日本は動けない。今後

は『独立した指揮系統』という岸田答弁がネックになる」 
2025/10/26 30
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日本、国連公認の飢餓国に！

世界飢餓マップ  2020-2022
全人口に占める
飢餓・食料不安
人口の割合

2018年までは2.5%未
満。19～21年は2.7%、
20～22年は3.2%
(3年の平均値)

子供の貧困率13.9%(OECD2020年データ)、7人に１人、２３５万人

栄養不足 個人の習慣的な食物摂取が、正常で活動的で健康的な生活を維持するために必要な
食事エネルギーの量を供給するのに不十分な状態
飢餓  飢餓は慢性的な栄養不足と同義であると定義されています。栄養不足の蔓延は飢餓を測
定するために使用されます。
栄養不足の蔓延率  FAOが（ 2022年）が算出した、栄養不足を経験している国民人口の割合

「２０２３年の食料と農業の現状」 FAOホームページより
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驚きの米国農業予算、60%以上が消費者支援
米国の農業予算で、その6割以上の1112億ドル（約16.4兆円）がSNAP（補助的栄養支援プログラム）という消費者

の食料購入支援。月平均の参加者は4350万人と推計、7.7人に一人が対象となる。

所得に応じてひと月あたりの最大支給額は1人世帯で291ドル（約4.3万円）、2人世帯535ドル（約7.9万円）、3人
世帯で766ドル（約11.3万円）、支払はEBTカードで自動的に受給者のSNAP口座から引き落とされる。

月の世帯総所得が「貧困ライン」の130％以下、現在の貧困ラインの130％は、１人世帯1580ドル/月、２人世帯で
2137ドル/月、3人世帯で2694ドル/月など、州によっても受給要件は異なり、所得基準の他、就労要件などがある。

1988年のアメリカ経済白書には、窮乏水準以下の人口は3240万人（人口の13.6％）と報告

これは農業支援政策としても重要。消費者の食料品の購買力を高めることによって農産物需要が拡大され、農家
の販売価格も維持。

鈴木宣宏東京大学大学院教授はSNAP政策の限界投資効率は1.8と試算。SNAPを10億ドル増やせば社会全体の
純利益が18億ドル増える。そのうち3億ドルが農業生産サイドへの効果と推定。

SNAP以外にも、妊娠中の女性や小さな子供たちが十分な栄養を摂取することを目的にしたWIC（女性・幼児・子供
のための特別栄養補助プログラム）では、卵や乳製品、野菜・果実などを補助（2023年度予算額60億ドル）。また、
TEFAP（緊急食料支援プログラム)では、農務省が米国産農畜産物を買い上げ、各州を通じてフードバンクに食材を
提供している。（予算額1億ドル）

＊「米国のSNAPでウォルマートから購入されるのはコカコーラに代表される清涼飲料水やインスタント食品、ジャン
クフードもどきであり、高価な生鮮食品は少ない。SNAPが助けているのは、困窮したワーキングプアや零細農家では
なく、食品業界と偏った食事が生む病気が需要を押し上げる製薬業界、SNAPカード事業を請け負う金融業界であ
る」(堤未果『（株）貧困大国アメリカ』、岩波新書2013年)との指摘もある。2025/10/26 33
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世界中で頻発する気象災害（2024年） 気象庁ホームページより
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•高速加温型ヒートポンプ等の開発を通じて、2050年までに化石燃料を使用しない園芸施設への完全移
行。
•2040年までに次世代有機農業に関する技術を確立、2050年までに耕地面積に占める有機農業の取組
面積の割合を25％（100万ha）に拡大。
•農林業機械・漁船の電化・水素化等について、2040年までに技術確立。
•人工林の「伐って、使って、植える」循環利用を確立し、エリートツリー等を活用した再造林や、木
材利用の拡大を促進。
•2050年までに農林水産業のCO2ゼロエミッション化（排出ゼロ化）を実現。
ネガティブエミッション（ⅭO２回収・吸収し、貯留・固定化）に向けた森林及び木材、海洋等の活用
に関する目標を具体化
•木質建築部材の開発・工法の標準化等を図り、2040年までに高層木造の技術を確立。
•ブルーカーボンによるCO2の吸収・貯留量の計測方法を確立し、国連気候変動枠組条約等へ反映を目
指す。

食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現させる新たな政策方針と
して「みどりの食料システム戦略」（2021年5月）を策定。カーボンニュートラル（炭素中立）
の実現等に向けた革新的な技術・生産体系の目標を掲げ、その開発・社会実装を推進

「カーボン・クレジット市場」日本にも開設 2023年11月

2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略
経済産業省 食料・農林水産業
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現代の工業的農業で開発・生産を行えば行うほど、
気候変動や異常気象の原因を生み出し、農業自体の存
続危機につながる、というジレンマを持っています。

２０２１年度の温室効果ガス排出量（CO2換算）は
１１億７０００万トン、そのうち農業は約５０００万
トン（４％）
一方で、森林等の吸収量は４７６０万トン（２０１

３年度排出量比３．４％）

大規模で機械化された工業的農業で生産された大量
の作物は、輸出用の商品作物として栽培されることも
多く、そうした作物は化石燃料エネルギーを使って生
産地の外へ大量輸送され、家畜飼料やバイオ燃料の生
産に消費されています。

このような生産・流通・消費構造を自由貿易の拡大
で続けてきた経済の仕組みは、貧困格差の是正にもつ
ながることはありませんでした。
世界の栄養不足人口は、8億1500万人（世界人口の

約11%）にも上ります。

地球と人類の双方にとって持続可能な農業生産は、
現代のような大規模機械化による大量生産ではなく、
可能な限りローカルな生産と消費の構造を作ることが
重要なのです。
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作業サポート型 判断サポート型
○専門作業受注型

播種や防除、収穫などの農作業を受
託し、農業者の作業の負担を軽減す
るサービスです。

ニンジャワークステクノロジーズ(株)

ドローンを活
用した農薬散
布作業を代
行

(株)ミズホ商会
水稲や畑作物における、土づくり、播
種から収穫までの各種作業を代行。
スマート農機で高効率作業に特化。

○機械設備供給型
機械・機具のリース・レンタル、シェア
リングにより、農業者の導入コスト
低減を図るサービスです。

inaho㈱

自社で開発した
自動収穫ロボッ
トのレンタルサー
ビス

(株)サングリン太陽園
ラジヘリ等を活用した防除作業受託の
ほか、ドローンを共同で利用する農業
者向けのシェアリングサービスを提供

○人材供給型 ○データ分析型
作業者を必要とする農業現場
のために、人材派遣等を行うサービ
スです。

農業関連データを分析して解決策を提案するサービスで
す。

YUIME ㈱
各地の繁忙期に着
目して社員を専
門的に育成・派
遣

テラスマイル㈱
生産や市況などのデータを分析し、
最適な出荷時期などの提案により
農業経営をサポート

アグリトリオ ㈱
労働力を要する
農業者と適した
作業者のマッチン
グが可能な農業
用求人システムを
開発

㈱はれると
施設園芸における生産性カイゼン
に向けた労務管理システム「agri-
board」を開発・提供

複合サポート型（上記４類型の複合型）

(株)オプティム

センシングに基づく農薬ピンポイント散布等の栽培管理ソリューションを無償で農家が活用。オプティム社が、生産物を農家から買取り、販売

農業支援サービスとは農業⽀援サービスとは
農業支援サービスとは、農業者等に対して提供される農業に係るサービス（農産品の加工流通・販売に係るサービスを除く。）であり、
主に以下のようなタイプに分類されます。
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技能実習生は
３年間で交代。
特定技能制度創
設により１０年
間の継続雇用が
可能に
外国人労働力

を導入している
農作業請負組織
も増加。
国際的労働者

派遣会社の活動
が活発化すると
考えられる。
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アジア・モンスーン気候にマッチした水田稲作
数千年にわたる試され済みの農業技術
年間8兆2千億円の農業・農村の多面的機能価値に適正評価を
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農業の多面的機能の貨幣評価の試算結果
機能の種類 評価額 評価方法

洪水防止機能 ３兆４９８８億円/年 水田及び畑の大雨時における貯水能力を治水ダムの減価償却及び年間維持費により評価（代替法）

河川流況安定機能 １兆４６３３億円/年
水田のかんがい用水を河川に安定的に還元する能力を、利水ダムの減価償却費及び年間維持費によっり評価（代替
法）

地下水涵養機能 ５３７億円/年 水田の地下水涵養量を、水価割安額（地下水と上水道との利用料の差額）により評価（直接法）

土壌侵食（流出）防止機能 ３３１８億円/年 農地の稲作により抑止されている推定土壌侵食量を、砂防ダムの建設費により評価（代替法）

土砂崩壊防止機能 ４７８２億円/年 水田の耕作により抑止されている土砂崩壊の推定発生件数を、平均被害額により評価（直接法）

有機性廃棄物分解機能 １２３億円/年
都市ゴミ、汲み取りし尿、浄化槽汚泥、下水汚泥の農地還元分を最終処分場を建設して最終処分した場合の費用に
より評価（代替法）

気候緩和機能 ８７億円/年
水田によって1.3℃の気温が低下すると仮定し、夏季に一般的に冷房を使用する地域で、近隣に水田がある世帯の冷
房料金の節減額により評価（直接法）

保健休養・やすらぎ機能 ２兆３７５８億円/年
家計調査の中から、市部に居住する世帯の国内旅行関連の支出項目から、農村地域への旅行に対する支出額を推定
（家計支出）

資料：「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的な機能の評価について（答申）」　日本学術会議　平成１３年１１月
「地球環境・人間生活にかかかわる農業及び森林の多面的な機能の評価に関する調査研究報告書」（株）三菱総合研究所　平成１３年１１月

注１：農業の多面的機能のうち、物理的な機能を中心に貨幣評価が可能な機能について、日本学術会議の特別委員会等の討議内容を踏まえて評価を行ったものである。

注２：機能によって評価手法が異なっていること、また、評価されている昨日が多面的機能全体のうち一部の評価にすぎないこと等から、合計額は記載していない。

注３：保健休養・やすらぎ機能については、機能のごく一部を対象とした試算である。2025/10/26 45
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農業の多面的機能の貨幣評価の試算結果


機能の種類 評価額


洪水防止機能 ３兆４９８８億円/年


河川流況安定機能 １兆４６３３億円/年


地下水涵養機能 ５３７億円/年




続けられるはずがない！2年連続の所得1万円、時給10円の米作り
水田作の経営収支の推移 （単位：千円）
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規模拡大はメリットでなくリスクに

50ha以上規模の「物財費」増加の主な要因は「賃借料及び料金」
で、乾燥調製委託、作業機械賃借、航空防除費、ライスセンター・
カントリー費などの費用です。
また、「雇用労働費」は20haを超すと平均の2倍になっています。

46



米不足の最大の原因は、中小家族農業を
撤退に追い込んだこと

2000年から２０年に間に米生産を
やめた農家のうち、5ha未満が
102.5万戸です。その結果、大規模
農家は管理が行き届かず、高温障害
による収量減。JAにも米が集まらず。
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2024年の農業構造
動態調査(抽出推計調
査)によると農業経営
体数は88万3千戸
基幹的農業従事者は
111万人にまで減少。
現在、農業センサス調
査(悉皆調査)が行わ
れています。

崩
壊
の
危
機
に

あ
る
日
本
農
業

の
生
産
基
盤
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民主党政権時に導入され、第2次安倍政権が廃止した
「米戸別所得補償」アメリカで実施されている「所得補償・価格保証」

東京大学大学院 鈴木宣弘教授資料より
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消費者負担ではなく、生産費を基礎にした価格・所得補償
農地・環境維守制度など安心の基盤があってこそ

• 所得補償や価格保障
• 日本型直接支払いの充実
• 青年就農支援の充実
• 災害補償・支援の拡充

自給率向上は農業支える安心
の基盤があってこそ

国連家族農業10年 p552025/10/26 51
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食料自給率向上投げ捨てた自民党農政は
終わらせ、本気の対抗軸を打ち立てる

「減反廃止・増産」の口実ですすめられる工業
型農業の輸出産業化は、さらに農産物輸入を
拡大し、日本の生態系も、農業の多面的機能も
破壊しアグロエコロジーに反します。
輸入された外国農産物と超加工食品が市場に
あふれ、国民の食の選択は奪われ、食への権利
が脅かされる。

食料自給率向上

食料自給率向上を投げ捨てた改
定基本法のもとで、例年8月に発
表してきた自給率公表も未定
9月4日付日本農業新聞より2025/10/26 52
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立憲民主党 食農支払創設

『食料安全保障基礎支払』（稲作：
15,000円／10a、畑作・果樹
等：10,000円／10a、含「洪水
防止機能加算」）を創設するほか、
中山間地域等直接支払制度の拡
充や、『多面的機能支払』（農業生
産による外部経済効果に対する
支払）の導入により、直接支払制
度を再構築

国民民主党 食料安保支払 日本共産党 価格保障と所得補償

米生産者に生産に要した経費と勤労者並
みの労働報酬を保障する米価（農家手取
り）を実現するために、市場価格がそれよ
り下がった場合、差額を補てんする制度を
創設。当面、農家手取り60㌔あたり最低2
万円～２万数千円を保障します。条件不利
地域などには加算します。水田のはたす環
境・国土の保全など多面的機能に配慮した
所得補償を実施。農業予算1兆円増額

衆参で自公過半数割れは、食と農の危機を招いた自民党農政を断ち切る
絶好のチャンス 一致点を広げ、農政転換へ

要求の一致で、市民と野党の共同の
取り組みを進めてきた農民連の出番

公約実現へ野党は直ちに協議せよ!2025/10/26 53
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米問題を総選挙の争点に野党５党揃い踏み
2021年9月24日 「米危機打開オンライン中央行動」

野党政権実現へキックオフ

9 月 24 日に行われた「米危機打開オンライン中央行動」には、野党 5 党が勢ぞろいし、「過剰米処理

」「食料支援」をそろって訴えました。

日本共産党の志位和夫委員長（衆院議員）は農水省前にかけつけ、立憲民主党の田名部匡代参院議員

（党農林水産部会長）、国民民主党の舟山康江参院議員（党政務調査会長・農林水産部会長）、れいわ新

選組の舩後靖彦参院議員はオンラインで参加。社民党の福島瑞穂党首（参院議員）はメッセージを寄せ

てくださいました。米問題を総選挙の大争点にし、野党連合政権の樹立で日本の食と農を立て直すため

の一大決起の場となりました。

衆議院選挙にあたっての私たちの要求
(1)コロナ禍の需要減少による過剰在庫を
政府が緊急に買い入れること、米の需給
環境を改善し米価下落に歯止めをかける
こと。
(2)政府が買い上げた米をコロナ禍などに
よる生活困難者・学生などへの食料支援
で活用すること。
(3)安心して米を生産し、国民に安定的に
供給できるようにするため、農業者戸別
所得補償制度を復活し、市場まかせの米
政策を抜本的に見直すこと。
(4)消費税は 5％に減税し、2023 年 10 月
1 日からのインボイス制度の導入を延期
・中止すること。
（新聞「農民」2021.10.18 付）
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酪農ヤバイす!! 畜産農家の悲痛な叫びと消費者の声で

23年11月30日
畜産危機突破中央行動(農水省前)

23年2月14日
日本の酪農・畜産をまもれ院内集会
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米不足と価格高騰を解消めざし、日本の米生産を守り、国が需給・価格に

責任を持つ米政策への転換を求める緊急要請

1，米穀価格高騰と米不足に仕入が調達困難に
なっている学校給食、医療・福祉施設等への政
府備蓄米の直接供給を緊急に行うこと。この際、
既存の納入契約業者を利用すること。

子ども食堂やフードバンクへの備蓄米無償交付
をさらに量・条件を拡大すること。

2，米穀店等が備蓄米を入手しやすくなるよう、
備蓄米販売方法を見直すこと。

3，２０２５年産米の生産目標を政府の責任にお
いて引き上げ、将来にわたり米不足の解消を図
ること。緊急に米の備蓄水準を２００万トン程
度に引き上げること。

4，米生産量や需要のわずかな増減による価格暴
落・高騰を避け、市場への米穀の安定供給を図
るため、生産者に生産調整を押し付けるだけの
「需要に応じた生産」方式を改め、米穀の価格
と需給の安定を図ること。

5，不作や国際的な穀物需給の変動が常態化しつ
つあることから、主要食料の安定供給を図るた
め、米・麦・大豆・飼料用穀物など１年程度の
備蓄制度を確立し、基本計画の生産目標に備蓄
分を明記し、再生産可能な価格で政府が必ず買
入を行うこと。

6．水田機能を最大限活用し、主食用米・加工用
米・備蓄米・飼料用米まで作付けを全面的に拡
大すること。そのためにも、水田の畑地化をや
め、水田活用の直接支払交付金などを増額・拡
充すること。

7，米生産者へのEU直接並みの支払い制度を実
施し、水田稲作経営の安定的拡大を図ること。
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